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１ 国民健康保険事業費納付金・標準保険料率の概要

（１）国民健康保険事業費納付金（以下、「納付金」という。）とは
○保険給付費等交付金やその他国民健康保険事業に要する費用に充てるため、都道
府県は市町村から国民健康 保険事業費納付金を徴収する。市町村は国民健康保
険事業費納付金を納付しなければならない。（国民健康保険法第７５条の７）

（２）標準保険料率とは
○都道府県は毎年度、市町村ごとの保険料率の標準的な水準を表す数値（市町村標
準保険料率）と全ての市町村の保険料率の標準的な水準を表す数値（都道府県標
準保険料率）を算定し、市町村に通知し、公表する。（国民健康保険法第８２条の３）

○市町村標準保険料率は、市町村ごとの標準的な保険料率の違いを表すための
「モノサシ」である。

○市町村が保険料率を決定する際には、標準保険料率はひとつの参考になるが、あくま
でも理論値であることから、現行の保険料率を出発点に検討する。
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（１） 新たな財政運営の仕組み 平成３０年度～

市町村 被保険者

④納付金の通知
標準保険料率の提示

⑤国保税を賦課

⑥国保税を納付

保険医療機関

①医療行為
（現物給付）

②一部負担金
の支払

③診療報酬請求

財政運営の責任主体

⑦納付金の納付

⑧保険給付費等交付金の支払

国保連経由
⑨診療報酬支払

県
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（２） 県全体の納付金基礎額の算出 県全体費用－公費①（県全体で差し引く公費）＝納付金基礎額（C）を算出

（３） 納付金基礎額（Ｃ）を応能分・応益分に配分

応益分
３０６億円

４８．５

５１．５

×

×

当該市町村の所得／全県の所得総額
（所得割シェア）
（例）０．０３ →２８８億円×０．０３＝９億円

当該市町村の被保険者数／全県の被保険者数
（均等割シェア）
（例）０．０２ →３０６億円×０．０２×７０％＝４億円

※所得総額のシェアが高い市町村は多く配分

※人数：世帯数を７０％：３０％で按分

Ｘ町の
納付金基礎額
（医療費指数
反映前）
１４億円

納付金基礎額（C）
５９４億円

応能分
２８８億円

当該市町村の世帯数／全県の世帯数
（平等割シェア）
（例）０．０１ →３０６億円×０．０１×３０％＝１億円

１

：

β

国が示すβ（全国平均と比較した本県の所得水準）
平成３０年１０月２２日厚労省通知 医療分０．９４３ 後期分０．９３６ 介護分０．９３６
→応能のシェア：応益のシェア＝４８．５：５１．５

納付金
基礎額（C）
５９４億円

医療分

後期高齢者
支援金分

介護
納付金分

１，２９０億円
公費①
８７８億円

納付金基礎額（C）
４１２億円

２３７億円

公費①
１０３億円 納付金基礎額（C）

１３４億円

８６億円公費①
３８億円

納付金基礎額（C）
４８億円

県全体費用（推計）
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（４） 医療費指数を反映（医療分のみ）→各市町村の納付金基礎額（ｃ）を算出

αの効果 （医療費指数＝１．２ γ＝１と仮定）
①α＝１ 【医療費指数をすべて反映】
１０億円×（１＋ １×（１．２－１））×１＝１０億円×１．２＝１２億円

②α＝０．５の場合 【医療費指数を半分反映】
１０億円×（１＋０．５×（１．２－１））×１＝１０億円×１．１＝１１億円

③α＝０の場合 【医療費指数の影響を受けない】
１０億円×（１＋ ０×（１．２ー１））×１＝１０億円× １＝１０億円

（５） 各市町村の納付金基礎額（ｃ）－公費②（各市町村ごとに差し引く公費）＝納付金（ｄ）を算出

納付金（ｄ）総額
５１３億円

A市
納付金基礎額（c）

納付金基礎額（医療費指数反映前）×（１＋α×（医療費指数－１））×調整係数（γ）＝納付金基礎額（ｃ）

医療費指数反映係数α（０≦α≦１）

B町

C村

公費

納付金基礎額（c）
公費

納付金基礎額（c）
公費

※退職分１億円を加えると総額５１４億円
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（６） 市町村ごとの個別経費を加算・減算

３１年度納付金（見込）

当該市町村の
納付金 ｄ

（保険料軽減総額を含む）

保健事業などの保険料を
財源とする経費

保険料収納
必要総額

e

個別加算

標準保険料率の算定に
必要な保険料総額

※次頁以降参照

特別調整交付金等の
市町村個別の公費

個別減算
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（７） 市町村標準保険料率の算定方法（概要）

当該市町村の
納付金 d

市町村ごとの保健事
業などの保険料を財
源とする経費

保険料収納
必要総額 e ＋

当
該
市
町
村
の
収
納
率
反
映
分

＝ 当該市町村が賦課すべき
保険料総額 e'

【計算例】
市町村が保険料として収納すべき金額：９億円
市町村の収納率：９０％
→賦課すべき保険料：１０億円
※ 当該市町村の収納率
･･･市町村ごとの平成２７～29年度の一般被保険者
の平均収納率

・市町村標準保険料率【３方式（所得割・均等割・平等割）】
・市町村独自の算定方式による標準保険料率

県→市町村

特別調整交付金等の
市町村個別の公費

収納率 反映分 保険料率

高 小 低

低 大 高

6



（８） 市町村標準保険料率の算定方法（詳細）

当該市町村が賦課すべき
保険料 e'

β'

：

１

５３

４７

応能分

応益分

所得割率 ＝応能分の保険料／
当該市町村の所得総額

均等割額 ＝応益分の保険料／
当該市町村の被保険者数
×均等割指数（７０％）

平等割額 ＝応益分の保険料／
当該市町村の世帯数
×世帯割指数（３０％）

※各指数は、国民健康保険法第２９条の７第２項を基準に指数化したもの。

＜計算例＞
Y市の賦課すべき保険料が１，０００万円、所得総額が５，３００万円、被保険者数４７０人、世帯数２３５世帯とし、課税方式が３方式の場合
●所得割率 応能分５３０万円／所得総額５，３００万円×所得割指数１００％＝１０％
●均等割額 応益分４７０万円／被保険者数４７０人×均等割指数７０％＝７，０００円
●平等割額 応益分４７０万円／世帯数２３５世帯×平等割指数３０％＝６，０００円

県独自のβ’（全国平均と比較した本県の所得水準を使用せず、市町村の賦課割合の実績（応能割＞応益割）とする考え）
具体的には、平成２８年度の市町村における賦課割合（事業年報B表（２）（３）（４）から算出）から算出した数値（医療分１．１９１８、後期分１．
１９７０、介護分１．１６７２）を国が示すβに徐々に近づける。
→医療分１．１３７１（５３．２１：４６．７９） 、後期分１．１３９４（５３．２６：４６．７４）、介護分１．１１６８（５２．７６：４７．２４）
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激変緩和 暫定措置

医療分

後期分

介護分

の計

医療分

後期分

介護分

の計

28年度1人あたり保険料 31年度1人あたり保険料 31年度1人あたり保険料

一定割合

6.94%

残余金

医療分

後期分

介護分

の計

一定割合

2.37%

（９） 激変緩和
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